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交通誘導員の円滑な確保について（補足） 
 
 
先般、「交通誘導員の円滑な確保について」（平成２９年６月８日付け総行行第

１３１号、国土入企第２号。以下「本通知」という。）を通知し、公共工事の円

滑な施工を確保するため、交通誘導員の円滑な確保と効率的な活用に努めてい

ただくようお願いしているところですが、当該通知について、下記のとおり補足

等させていただきます。 
 各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）

に対しても、周知をお願いします。 
 

記 
 
１．本通知の趣旨について 

 
本通知は、被災地等の一部地域において交通誘導員のひっ迫等に伴いその十

分な確保が困難となり、公共工事の円滑な施工に支障を来たしているとの実態

も見受けられたことから、こうした状況を踏まえ、復旧工事をはじめとする公



共工事の円滑な施工を確保するために発出したものである。 
交通誘導業務を含む建設工事の安全確保については、適切に行われなければ、

建設工事に従事する者のみならず、一般の歩行者や車両等の第三者に危害を与

える恐れがあることから、交通誘導員の確保対策等を検討するに当たっては、

安全の確保の重要性について十分に留意されたい。 
 
 
２．本通知３（１）について 
 

本通知３（１）中、交通誘導員対策協議会等で想定される検討内容の例とし

て「交通誘導員の需給状況の認識共有」を挙げているが、これには、本通知の

「１．交通誘導に係る費用の適切な積算」や「２．適切な工期設定や施工時期

等の平準化」等に関して、協議会等において必要な情報共有や検討を行うこと

も含まれるものである。 
また、交通誘導員の不足が顕在化又は懸念される場合の対策の例の一つとし

て挙げている「受注者がいわゆる自家警備を行う場合の条件整理」については、

地域の実情に応じて検討されるものではあるが、警備業者が交通誘導員不足に

より交通誘導警備業務を受注することができない場合であって工事の安全上

支障がない場合に限るなどといった、やむを得ない場合における安全性を確保

した運用を想定しているところである。 
いわゆる自家警備の配置を検討する場合には、警備業者やその関係団体、警

察当局等とも連携のうえで、交通誘導業務を含む建設工事の安全が十分に確保

されるよう、現場条件や資格要件等の配置条件の整理を行われたい。 
 
 
３．本通知３（２）について 
 
  本通知３（２）中、いわゆる自家警備について警備業法等の解釈を示した箇

所については、協議会等において条件整理を検討する際、解釈に疑義が生じな

いよう確認的に示したものであり、２．で述べたとおり、いわゆる自家警備を

奨励する趣旨のものではないことに十分留意されたい。 
 
 

以 上 


